
サステナブル・ファイナンスを支える非財務情報開示とは何か?
～TCFDの概要とそれに対する企業の対応について～

JSPE 有志勉強会（柳・伊藤・土屋）
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日経GX1月30日より

非財務情報開示の例・・・企業活動に関連するCFP
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JSPE 勉強会としての方向性共有
 調査研究のポイント

 業界毎の課題・特徴の理解

 業界内の差別化ポイント（競争・協業の動き）

 各業界におけるグローバルベンチマークとの比較

（海外同業企業とのTCFD比較など）

 レンダー（金融機関）および投資家（一般および機関投資家）は、これを具体的にどのように使うか?
 東証の意図は?・・・世界市場に劣後しないため

 格付け機関はどうみるか? 主要なESG評価機関 英国FTSE・米国MSCI・米国Sustainanalytics・米国S&P Global

 本来は無関係な政府等公的支援はどうなるか?（各国の産業政策をTCFDではどう記載するか）

 調査研究の方法論
 一般学習:TCFDとは何か?

ESGフレームワークにおける位置づけ（気候変動・生物多様性・雇用・多様性尊重など）

各種出版物の整理

 現在の各業界取組事例

個社のTCFDあるいは同等物の内容理解と業界内比較

2022年度決算報告で何が出て来るか?（東証プライム市場上場企業）

まずは自分の所属する業界、潜在顧客、日本全体へと調査研究の範囲を拡げ、可能であればJSPE会員にそれを広報。

格付けとは何か?ESG格付けとは?それにより企業はどんな影響を受けるのか?

個人のエンジニアとしてのキャリア形成の中でどんなドメインでどんな機会が生まれるかを考える参考資料とする。

 その他
 上記の動向調査と並行してGXリーグはどのような機能となるか?

 ISSB最終版 TBD どんなものか?

昨年度、「ファイナンス」検討チームの発表内容について、
具体的に新制度が求めているものは何か?また、どう読むか?を
考える。
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コンテンツ
1．ファイナンスにおける情報開示の意義（まずは財務情報の場合で考える）

2．サステナブルファイナンスとは何か?
ファイナンスにより気候変動対策を促進するために

3．TCFD: Tsk Force on Climate-related Financial Disclosures

4．日本企業の対応状況

5．まとめ（有志メンバー所感）
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開示情報

• 経営方針
• 事業リスク
• MD&A(Management of Decision & Analysis)

• 決算書
• 連結財務諸表（セグメント情報を含む）
• 資金調達

株主

債権者

JPX

税務署

金融庁 有価証券報告書

決算短信

EDINET

決算説明会

「法定開示」と「適時開示」

格付け

国際会計基準
・IFRS
・US GAAP

会計監査法人
・トーマツ Deloitte
・あずさ KPMG
・EY新日本 Ernst & Young
・PwCあらた PwC

マーケット
・日本取引所グループJPX
・NYSE
・NASDAQ
・EURONEXT
・SZSE

情報ベンダー
・日経
・FT
・Bloomberg
・Thomson Reuters
・Morningstar

信用格付機関
・S&P Global
・Moody’s
・FITCH
・日本格付研究所JCR
・格付投資情報センター

信用調査会社:Dan & Bradstreet, Experian, 帝国データバンク、東京商工リサーチ

社債金利%
LIBOR %＋Spread %

ファイナンスにおける情報開示の意義
透明性・公平性:一般投資家の保護するためのルール

各国規制官庁
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財務情報（法定・適宜）

非財務情報

有価証券報告書/決算短信（義務）

（任意）
・技術/ブランド
・人的資本/人事制度
・ガバナンス（不正防止）
・CSR報告書
・環境報告書

金商法/金融庁

統合報告書（任意）

2000年頃から

2010年頃から

コーポレートガバナンス・企業価値フレームワークの変化と情報開示

➡会社法改正2005年
2021年東証プライム市場

【非財務情報開示の課題】
・開示情報に関する標準ルールがない
・開示情報の正確さを担保する基準・第三者機関がない

➡「グリーンウォッシング」の危険性
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金融庁が示すサステナブルファイナンス３つの定義
1. 金融の意思決定にESG要素を統合すること
2. 持続可能な経済・社会・環境開発を促進する金融
3. 持続可能な雇用・教育・社会・環境問題に取り組む暗転した金融システム

2015年9月の国連サミットで加盟国
の全会一致で採択された「持続可能
な開発のための2030アジェンダ」17
か条
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想定される資金需要（グリーンファンド）
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証券取引市場にとっても新たな競争
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金融庁

経産省

環境省
国交省

:金融機関・保険会社・会計監査法人・取引市場

:事業会社（電力ガス・石油・化学・自動車・製鉄・食品ほか）

:不動産・建設・運輸交通

TCFDガイダンス3.0 2022年10月

TCFDシナリオ分析実践ガイド3.0 2021年3月

グリーン投資ガイダンス 2019年10月

TCFDコンソーシアム（一橋大 伊藤邦雄教授リーダー）TCFD Consortium

2015年パリ協定（気候変動対策）
G20財務相・中央銀行総裁会議
金融安定理事会の要請
Michael Bloomberg委員⾧

不動産分野TCFD対応ガイダンス 2020年6月
グローバル金融機関（東京海上含む）
Big4（EY,KPMG,Deloitte,PwC）
S&P Global, Moody’s, MSCI
Bloomberg

TCFDコンソーシアムの設立と日本政府対応
欧米では気候変動対策のために、資金提供側がルール作りを始めたのだが、
我が国では、資金供与先が中心になって活動が進むという「ねじれ構造」
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 シナリオ分析手法

 シナリオ分析手法とは?
将来における不確実な可能性を
考える手法
Shellシナリオが有名。
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TCFD賛同企業・機関の数は世界No1 出典 http://tcfd-consortium.jp

日本企業のTCFD対応状況
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日経電子版2022年7月9日
気候リスク開示6割、主要100社、経営への反映課題

日経GX 2023年2月1日「グリーンバブル」
曖昧な「排出ゼロ」目標、主要企業4割が対象一部除外

日本企業のTCFD対応状況
但し、適用範囲が限定的、かつ具体的な成果目標ロードマップや説得力が乏しい
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旭化成

清水建設

BENG

経産省

日本企業のTCFD対応状況 いいな!と思う事例

16

16



「CO2排出量見えるかクラウドサービス」のベンチャー企業多数

アスエネ株式会社 2019年10月
社⾧ 西和田浩平（元三井物産・海外再エネ）
SBI、テマセク等ベンチャーキャピタル出資

E-dash株式会社 2022年2月
社⾧ 山崎冬馬（プロジェクト本部・シリコンバ
レー駐在・エネルギソリューション本部）
三井物産100％子会社
三井物産・博報堂新規事業開発組織
◎カーボンクレジットオンライン販売

NTT Data C-Turtle 2019年1
総排出量配分方式対応、GHG排出量可視化プラッ
トフォーム
CDP Gold Accredited Provider 2022
企業間電子決済・SCMプラットフォーマー

注目されるイノベーション企業
JSPE Engineers’ Saloon 2023年3月1日
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これまでの活動経緯
・TCFDコンソーシアムガイドライン2.0/3.0
・業界別対応状況について （各社統合報告書など）

１）建設業界
２）不動産ディベロッパー
３）エネルギー業界
４）金融業界

・これから
■グリーン債/移行債に求められる条件は何か?
起債企業・金融機関・第三者認証・個人を含む投資家などステークフォルダーは何を企図しているのか?
■ISSB（国際的金融機関連合）国際環境会計の中で求められる業界別の開示パラメーターの定義?

2023年度中予定（1年遅れ）
■我が国における「カーボンプライシング」制度の具体的内容中止・・・政府GX推進方針

排出量取引、賦課金制度の併用
メンバー所感
① 東証1部（プライム市場）上場企業は2023年3月期、開示義務あり

➡但し財務・企画など中心で企業活動全体を巻き込む話にはなっていない。中小企業では皆無
② 経済産業省指導の下にTCFDコンソーシアムガイドライン3.0（2022年10月）が整備され

業界別雛形が作られている。 自動車/鉄鋼/化学/電子/食品/銀行/生命保険/損保/国際海運
➡まさに護送船団方式、業界横並びでよいのか?

③ ファイナンス面から脱炭素イノベーションを推進する本当の腹落ち感
➡経済的合理性が理解できない。各社シナリオ分析しているが、PL/BSへの定量的影響評価なし
➡カーボンプライシング自体が定まっていない 「成⾧に資する」とは?

④ 日本企業は、本当に世界市場の中で存在して行けるのか?
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